
1



2



目　　　　 次

（研究ノート）

（実践・調査報告）

高田　英一：国立大学の運営における同窓会の位置づけの現状について　‥‥‥‥‥‥‥‥  1
　　　　　　−中期計画の記述の分析を中心に−
Eiichi Takata：Current status of alumni Associations in national universities management 
　　　　　  　- Focus on mid-term plans of national universities -

高森　智嗣・高田　英一・森　雅夫・桑野　典子：
　　　　　　九州大学における機関調査の現状　−大学評価情報室の活動を中心に−‥‥‥ 11　
Tomotsugu TAKAMORI・Eiichi TAKATA・Masao MORI・Noriko KUWANO
                The present condition of Institutional Research in Kyushu University:
　　　　　 Focussing on established practice in Evaluation office

岩崎　保道：琉球大学における教員業績評価の改善　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥23
　　　　　　−国立大学に対するアンケート調査結果との比較検討−

Yasumichi Iwasaki
　　  　　：Improvement in the evaluation of lecturers’ performance at 
                  University of the Ryukyus
　　　　   　 - Comparative analysis of the results of the questionnaire surveys targeted
                     at national universities -

琉球大学大学評価センター　平成 22 年度事業報告 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 35 

琉球大学大学評価センター　平成 23 年度事業報告 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 37

琉球大学大学評価センター・ジャーナル『大学探究』刊行規程 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・ 39

琉球大学大学評価センター・ジャーナル『大学探究』投稿規程 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・41

 『大学探究』執筆要領 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・43

 『大学探究』査読要領 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・45

3



4



国立大学の運営における同窓会の位置づけの現状について
−中期計画の記述の分析を中心に−

高田　英一
九州大学　大学評価情報室
takata@ir.kyushu-u.ac.jp

和文要約
　近年の経営環境の悪化により、国立大学では同窓会のサポートに対する期待が高まっている。
第 2 期の中期目標・中期計画においては、文部科学省から項目数の削減が指示され、全体の項目
は大幅に削減されたが、約 23% の国立大学の中期計画において、同窓会に関する項目がある。また、
同窓会に期待する活動分野は、学生への支援から国際交流、運営体制に変化している。

和文キーワード
国立大学法人評価、同窓会、中期計画、IR

1．はじめに
　現在、わが国の国立大学は、第2期の中期目
標・中期計画期間の中間地点に差し掛かりつつあ
るが、その運営環境は18歳人口の減少、グローバ
ル化の進展、国による財政支援の削減など厳しさ
が増す一方である。
　このような状況において、大学を支えるものと
して同窓会に対する期待が高まっており、今後、
大学運営における同窓会のあり方の研究を進める
べきと思われるが、現時点では、前提とすべき同
窓会の大学運営における位置づけの現状が明らか
になっていない。

2．先行研究について
　わが国の大学の同窓会に関する先行研究として
は、まず、天野（2000）は、日本の大学における
同窓会の創生期から現在までの歴史的経緯を分析
している。また、島田(2008)、石（2000）、長島
（2000）、山崎（2000）など有力な大学同窓会の

事例に関する研究があるものの、全体的な状況を
調査したものではない。また、高田（2011）は、
全学同窓会の規約等を対象として、その性格に関
する調査を行っているが、いずれも、国立大学の
運営における同窓会の位置づけについては対象と
されていない。
　これらに加えて、山田（2008）、江原（2009）
など米国の同窓会の研究から得られた知見を基に
わが国の同窓会のあり方を論ずる研究が見られる
ものの、国立大学の運営上の同窓会の位置づけに
焦点を当てた先行研究は、管見の限り見あたらな
かった。

3．調査の枠組み
　以上を踏まえ、本稿では、国立大学の運営にお
ける同窓会の位置づけを把握する観点から、国立
大学の運営計画である中期計画を対象として、同
窓会に関する項目の調査を行った。
　なお、本稿では、中期計画を調査対象とした
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が、例外的に、中期計画に「同窓会」の語がなく
中期目標にある場合は、項目があるものとみなし
た。また、実績報告書等の他の評価書において
は、「同窓会」が明記されていない中期計画の項
目に関する箇所でも、同窓会に関係する記述が散
見される。これは、評価の際には、活動実績を根
拠づけるために、可能な限り広く関係する取組を
記述する傾向があるため、と思われる。しかし、
本稿では、国立大学が同窓会を大学運営にどのよ
うに積極的に位置づけているか、に着目している
ため、分析の対象は中期計画の記述に限定した。
　中期計画は、文部科学省のHP（注1）から、各
国立大学の第1期及び第2期の中期計画の収集を
行った。
　また、分析に当たっては、中期計画は、基本的
に、文部科学省より示された様式（注2）に従っ
て策定されていることから、この様式の項目に
従って、項目を分類した。このため、内容的に重
複等する項目があることに留意する必要がある。

4．中期計画の項目に関する分析
4.1全体の傾向について
　まず、同窓会に関する中期計画の項目の全体の
傾向について分析する。

4.1.1全体の項目数の傾向について
　同窓会に関する項目の全体の数は、第1期中期
計画（以下、「第1期」。）では57項目であった
が、第2期中期計画（以下、「第2期」。）では23
項目と減少している。第1期と比較した減少率で
は、−59.6%となる（表1）。

　この点、中期計画の全体の項目数の変化につい
て留意する必要がある。すなわち、第2期の中期
目標・計画の策定の際、文部科学省より様式とと
もに、評価負担の軽減等の観点から、項目数の上
限の目安100項目が提示された（注3）。その結

果、文部科学省のデータによると、第2期の中期
計画全体の項目数は大きく減少しており、法人当
たりの平均項目数を比較すると、第1期の190.5項
目から74.1項目（注4）に減少し、減少率では−
61.1%にもなった。この数値は、同窓会に関する
項目の減少率（−59.6%）と同程度であり、この
ような全体の項目数の減少を踏まえると、第2期
では同窓会を大学運営に位置づける動きが低下し
たとは、必ずしも言いきれない。
　筆者の所属する国立大学では、第1期の中期計
画の策定の段階では、初めての経験であることに
加え、大学としての中期計画の捉え方が確定して
いなかったこともあり、大学運営の関心事項のほ
とんど全てを中期計画に盛り込んだ。このような
状況は、上記の項目数の多さからも、大多数の国
立大学に共通と思われる。
　他方、第2期の中期計画の策定の段階におい
て、全体の項目数の上限が設定されたことから、
各大学では、大学運営の関心事項を取捨選択して
項目を設定したと思われる。このような状況下
で、あえて同窓会に関する項目を規定した国立大
学は、積極的に同窓会を大学運営に位置付けてい
る国立大学と推測される。

4.1.2全体の内容面の傾向について（表2）
　次に、同窓会に関する項目全体の内容面の傾向
について検討を行う。
　国立大学全体でみると、第1期で最も多い項目
は、「学生支援」であり、項目数は21（36.8%）
であった。次に、「社会連携」7（12.3％）が続
く。
　他方、第2期では、前述のように全体の項目
数が大幅に減少しているため、項目の総数に対
する割合でみると、高い順に、「国際交流」5
（21.7%）、「運営体制の見直し」4（17.4%）、
「財務内容・自己収入の増加」4（17.4%）、「学
生支援」3（13.0%）となった。特に、「国際交
流」、「運営体制の見直し」は、全体数の大幅な
減少にかかわらず、項目数が増加していることか
ら、関心の高まりが伺える。他方、「学生支援」
は3項目（13.0%）、「社会連携」は1（4.3％）に
とどまった。
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4.2個別の分野ごとの傾向について
　以下では、同窓会に関する中期計画の項目につ
いて、項目数が多かった個別の分野ごとに傾向を
分析する。

4.2.1学生支援（表3）
　第1期では、「学生支援」に関する総項目数は
21であった。より具体的に取組内容を見ると、学
習支援1、就職支援9、経済的支援5、広範囲の連
携6であった。
　他方、第2期では、総項目数3と大きく減少して
おり、取組内容ごとにみると、就職支援2、連携1
であった。
　全体数が大きく異なるので、単純な比較は難し
いが、第1期、第2期に共通して、就職支援が主な
内容と言える。

　次に、具体的な内容を以下に示すが、内容面で
は、大きな差は見られなかった（表4）。
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4.2.2国際交流
　第1期では、「国際交流」に関する総項目数4で
あった。他方、第2期では、総項目数5と増加して
いる。
　全体の項目数の大幅削減の状況での増加であ
り、相対的に重視されるようになってきたと評価
できる。留学生政策など、国際交流がグローバル
化の中で急激に必要性を増してきたことが要因と
思われる。また、これまで既存の同窓会が存在し
ない分野であるため、先行研究で指摘されている
既存の同窓会との調整という課題に関わることな
く、大学主導で取組を進めることができることに
も一定の影響があると推測される。　
　具体的な内容を以下に示すが、多くが留学生の
ネットワーク形成であり、内容の面で大きな変更
は見られなかった（表5）。

4.2.3運営体制の見直し
　第1期では、「運営体制の見直し」に関する総
項目数は1であったが、第2期では4に増加してい
る。
　「国際交流」と同様に、全体の項目数の大幅削
減の状況での項目数の増加であり、相対的に重視
されるようになったと評価できる。説明責任など
社会との連携が意識されるようになってきたこと
が要因と思われる。

　次に、具体的な内容を以下の表に示すが、第2
期では、「連携システムの構築」、「組織化」と
いったより具体的な目的が規定されている（表
6）。

4.2.4財務内容・自己収入の増加
　項目数は、第1期では5であったが、第2期では4
と若干減少している。
　しかし、全体の項目数の大幅削減の状況にかん
がみると、相対的に重視されるようになってきた
と評価できる。運営費交付金の削減など厳しい財
政状況が要因と思われる。
　次に、具体的な計画の内容を以下の表に示す
が、第1期では「連携を強化」、「支援組織の設
立」といった抽象的な内容であったが、第2期で
は「募金活動」、「基金の拡充」、「寄付金の増
加」等、より具体的な目的が規定されている（表
7）。
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4.2.5個別の分野ごとの傾向のまとめ
　以上より、国立大学として同窓会に期待する活
動分野の中心は、学生への支援から国際交流、運
営体制の見直し、財務支援に変化していることが
明らかとなった。
　この点、江原（2009）は、米国の大学の同窓会
の活動に関して、寄付金等の財政面の支援から、
カリキュラム改善やキャリア支援などの教育面の
支援に拡大してきたことを指摘している。
　他方、わが国の国立大学の運営における同窓会
の位置づけは、未だ検討の端緒の段階であるが、
既にいくつかの国立大学の中期計画には財政面の
支援以外の項目も見られる。米国との運営環境の
違いもあるが、両者の比較等を通じての大学の運
営における同窓会の位置づけの進展に関する分析
は今後の課題である。

5．個別の国立大学の運営における同窓会の位置
づけに関する分析
　これまで、国立大学全体としての同窓会の運営
への位置づけの傾向を見てきた。
　以下では、個別の国立大学の運営における同窓
会の位置づけに焦点を当てて分析を行う。

5.1全体の傾向について
　中期計画に同窓会に関する項目がある国立大
学は、第1期では35（全86大学中40.7％）であっ
たが、第2期では20（同23.3％）に減少しており
（表8）、減少率では−42.9％となる。

　しかし、前記の全体の項目数の大幅な減少（−
61.1％）を踏まえると、国立大学全体として、運
営方針に同窓会を位置づける傾向が低下したとは
言い切れない。むしろ、中期計画の項目数の上限

の設定の結果、各国立大学における項目の取捨選
択が進み、積極的に運営に位置づける国立大学と
そうでない国立大学との差が明確になったと見る
べきであろう。
　なお、前述のとおり、中期計画に同窓会に関す
る項目がある国立大学については、大学運営に同
窓会を積極的に位置づけていると思われる。これ
に対して、同窓会に関する項目がない国立大学に
ついては、判断が難しい。すなわち、同窓会に関
する項目を設定しない理由は、いくつか考えられ
る。例えば、同窓会との関係における課題の存
在、各大学における取組の分野・難易度等に関す
る中期計画の設定方針に由来する制約、さらに
は、前述した中期計画の項目数の上限の設定の影
響などが考えられ、本調査ではその理由を明らか
にすることはできなかった。代表例をあげると、
東京工業大学について、その全学同窓会「蔵前工
業会」は、古くからの伝統があり、大学との連携
の上で、活発に活動していることは、先行研究な
どでも明らかにされているが、第1期、第2期とも
中期計画に同窓会に関する項目はなかった。この
点の明確化は今後の課題である。

5.2個別大学毎の動向について
　中期計画の同窓会に関する項目の有無に関する
パターンを整理すると、以下の表に示した4つの
パターンに分けられる（表9）。
　前述の第2期における項目数の上限の設定とい
う状況を踏まえると、第2期の中期計画に同窓会
に関する項目を設定した国立大学（パターン①、
③に該当。）には、そのような状況にも関わら
ず、あえて同窓会に関する項目を盛り込んだとい
う点で、大学の運営において同窓会を重視してい
る姿勢を見て取ることができる。その中でも、パ
ターン①は第1期の中期計画策定時からの同窓会
に対する運営上の積極的な位置づけを維持してい
る大学、また、パターン③は第2期の中期計画の
策定時から新規に積極的に運営に位置づける姿勢
に転換した大学、と見ることができる。
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5.3全学同窓会との関係
5.3.1全学同窓会について
　大学の同窓会は、構成員の帰属単位から、全学
単位の同窓会（以下、「全学同窓会」とする。）
と部局単位の同窓会に分けられる。後者は、一般
に小規模で、活動の方向も様々であるため、現
在、大学側から支援を期待されているのは、主に
前者の全学同窓会である。
　以下では、この全学同窓会の有無等と中期計画
における同窓会の項目の有無の関係について検討
する。
　本稿では、高田（2011）の手法に習い、各国
立大学のHPより、全学同窓会の有無とその設立
年を確認した（注5）。その結果、全86国立大学
中66（76.7%）に全学同窓会が存在すること、ま
た、66の全学同窓会中53（61.6％）の設立年が判
明した（表10）。

5.3.2全学同窓会の有無との関係
　まず、全86国立大学について、全学同窓会の有
無と前記5.2で示した同窓会に関する項目の有無
のパターンの観点から整理した（表11）。

　全学同窓会のある大学は、全てのパターンにお
いて、高い割合を占めたが、これは、全学同窓会
のある国立大学は、全体の76.7％であるため、あ
る意味当然の結果である。
　また、特に、同窓会に関する記述が第1、2期
の中期計画の両方にないパターン④について見
ると、全学同窓会のある国立大学が、43中34
（79.1%）と高い割合を占めていた。
　以上からは、全学同窓会が存在する国立大学の
方が、中期計画に同窓会に関する項目が多いとは
言えず、大学の運営に同窓会を積極的に位置づけ
ているとは言いきれない。

5.3.3全学同窓会の設立時期との関係
　次に、全学同窓会が存在する66国立大学のう
ち、全学同窓会の設立年が判明した53国立大学に
ついて、全学同窓会の設立年代と同窓会に関する
項目の有無のパターンの観点から整理した（表
12）。なお、2010年以降は、設立がないため、除
外している。
　この表からは、全学同窓会の設立数は、1970〜
1979年まで少数であったが、1980〜1989年以降増
加し、2000〜2009年には、最も多い26が設立され
たこと、また、この2000〜2009年に設立された全
学同窓会がある国立大学は、パターン①、②、③
とも割合が高い反面、パターン④の割合が低いこ
とが指摘できる。特に、5.2で指摘した現在大学
の運営において同窓会を積極的に位置付けている
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と思われるパターン①及び③の該当数の合計は9
であり、26中34.6％となる。この数値は、全体53
中に占めるパターン①及び③の該当数全体14の割
合26.4％よりも高い。

　ただ、年代ごとの全学同窓会の設立数には、ば
らつきがある。
　このため、以下では、より大きな傾向を把握す
る観点から、国立大学にとっての大きな転換点で
ある法人化が行われた2004年を基準として、その
前後で傾向を比較する（表13）。

　法人化以後に設立した全学同窓会がある国立大
学について見ると、法人化前に設立した全学同窓
会がある国立大学と比較して、パターン①、②、
③とも割合が高い反面、パターン④の割合が低
い。特に、パターン①及び③の該当数の合計は8
であり、22中36.3％となる。この数値は、法人化
前に設立された全学同窓会がある大学31中に占め
るパターン①及び③の該当数全体6の割合19.3％
よりもかなり高い。
　以上からは、法人化以後に設立された全学同窓
会がある国立大学では、法人化前に設立した全学

同窓会がある国立大学よりも、その運営に同窓会
を積極的に位置づけているケースが多いと言え
る。

5.3.4全学同窓会との関係に関するまとめ
　以上から、全ての国立大学について見ると、全
学同窓会があるだけでは、国立大学の運営におけ
る同窓会の積極的な位置づけに結びつくとは言え
ない。
　また、全学同窓会が存在する国立大学に限って
見ると、法人化以後に設立された全学同窓会があ
る国立大学については、法人化前に設立された全
学同窓会がある国立大学と比較して、その運営に
同窓会を積極的に位置づけている国立大学が多
かった。法人化以後は、法人化への対応という共
通の大きな課題が存在し、その取組のツールとし
て同窓会への期待が高まっていることが要因とし
て推測できる。
　他方、法人化前に設立された全学同窓会につい
ては、設立の年代や背景、経緯、運営上の課題が
大学毎に異なっている。この場合、国立大学の運
営における位置づけには、設立年の古さよりも、
先行研究において取り上げられている先進的な取
組などの個別の状況が影響を与えていると推測さ
れるが、その点は本調査では明確にならなかっ
た。

6．おわりに
　本稿においては、第2期の中期目標・中期計画
では、全体の項目数の制約にかかわらず、同窓会
に関する項目がある国立大学および項目は一定割
合が維持されていること、また、同窓会に期待す
る活動分野は、学生への支援から国際交流、運営
体制の見直し等に変化していることが明らかと
なった。
　ただ、多くの先行研究で指摘されているよう
に、同窓会と大学の連携関係を構築するために
は、既存の同窓会組織との調整や卒業生の関心の
低下など様々な課題がある。このこともあり、第
2期の中期計画においても、国立大学の運営にお
ける同窓会の位置づけは、全体として積極的とは
言い難い。
　とはいえ、国立大学を取り巻く環境が厳しさを
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増し、社会に対する説明責任が問われている現
在、教育研究等への支援のみならず、社会との連
携の有効なルートとなりうる同窓会との有効な連
携関係の構築のための取組を急ぐ必要がある。
　ちなみに、前述のように、第2期では項目数の
上限が設定され、同窓会に関する項目が減少した
が、このことは、中期計画の捉え方によっては課
題の原因となる。すなわち、中期計画を国との関
係での運営計画と限定的に捉えて、独自の経営計
画を別途策定している場合には、中期計画への記
載の如何にかかわらず、同窓会に関する取組も行
われることとなろう。他方、中期計画を大学の唯
一の経営計画と捉えた場合、項目に規定された取
組だけが行われ、項目から削減された同窓会に関
する取組が滞る可能性もある。
　先に見たように、国立大学の運営に同窓会を積
極的に位置づけるには、同窓会の存在だけでは十
分ではない。進研アド（2010）が指摘するよう
に、卒業生の母校への共感や愛着を形成する全学
的かつ継続的な取組が必要と思われる。中期計画
の項目の有無にかかわらず、自らの大学と同窓会
の置かれた環境を踏まえて、大学の運営に適切に
位置づけるための取組を積極的に進めることが重
要である。
　なお、本稿では、具体的な同窓会との連携の取
組事例は検討できなかった。達成状況報告書等の
記述を基にした個別の同窓会の活性度や国立大学
の運営における同窓会の位置づけの進展の分析は
今後の課題としたい。
　本稿が国立大学における同窓会との連携のあり
方を検討する参考となれば幸いである。

【注記】
注 1）文部科学省
　　 （http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/
　　　houjin/houjin.htm）
　　　収集日　2011年10月12日
注 2）各国立大学法人中期目標・中期計画担当理
　　　事宛事務連絡「国立大学法人の第二期中期
　　　目標・中期計画の項目等について」（平成
　　　20年9月30日、文部科学省高等教育局国立
　　　大学法人支援課長名）
注 3）注2で示した事務連絡「国立大学法人の第

　　　二期中期目標・中期計画の項目等につい
　　　て」には、第二期中期目標・中期計画にお
　　　いては、評価負担の軽減等の観点から、
　　　「第一期の全法人の平均最小単位項目数
　　　（約194項目）の概ね半減を目指し、項目
　　　数の上限の目安として100項目とした」と
　　　示されている。
注 4）「国立大学法人化後の現状と課題」（中
　　　間まとめ（案）平成22年5月27日　文部科
　　　学省）より。
注 5）各大学のHPより収集。
　　　収集日　2011年10月3日〜同11日
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要約
　本稿は、九州大学大学評価情報室の、学内における機関調査情報の収集・管理・分析活動及び、
それらの学内での周知活動に関する実践報告である。
　九州大学は、機関調査のためのリソースとして大学評価情報室と機関調査情報のための情報処
理の仕組みを持っており、それらを活用し、機関調査情報を分析・周知することで大学経営支援
に資する活動を行っている。
　九州大学における機関調査に関する活動は、『九州大学ファクトブック』や「分析レポート」の
ような利用者の閲覧に期待するものと、「教育・研究等に関する現況分析」のような能動的なもの
とがある。本稿では特に後者に焦点を当てて、機関調査情報の周知に関して検討を行っている。
　継続的に分析・周知活動を行う一方で、機関調査情報の利用側のニーズと提供側の報告内容に
関するギャップが課題となっている。これらの状況を回避するために、正確なニーズの把握、相
互の信頼関係の構築が重要となる。

キーワード
大学評価、自己点検・評価、PDCA サイクル、IR、情報共有

1．はじめに
　「大学評価」は、臨時教育審議会第二次答申の提言によって普及し始めて以来、大学設置基準の大
綱化や学校教育法の改正、認証評価・法人評価の導入等を経て、急速に拡大してきており、現在では
すべての大学が評価を受けることが義務付けられている。近年では大学評価に関する議論の焦点は、
外部からの要請への対応から内部からの自律的な改善へと移行しつつあり、「内部質保証システム」
の構築が求められている。大場（2009）は内部質保証システムを、「質の監視（monitoring）と向上
（improvement）に用いられる大学内部の仕組み」であるとしており、従来の内部的な「質の監視と向
上」は、自己点検・評価に典型的にみることが出来る。自己点検・評価は、「大学評価」において最も
基礎的な活動であり、各大学は、設置基準の大綱化や法人化、認証評価の施行等、高等教育に関する制
度改革を契機に、学内の評価組織や評価規定を整備し自己点検・評価活動に当たっている。 しかしな
がら、中央教育審議会答申『学士課程教育の構築に向けて』（2008）は、自己点検・評価が形骸化し、
PDCAサイクルを稼動させるに至っていないことを課題として挙げている。また、葛城（2007）は「自
己点検評価は、組織の諸活動の改善といった機能よりも、第三者評価に対応するための手段としての機
能を色濃く有している」と指摘している。さらに、大学基準協会（2009）も「各大学が行う自己点検・
評価は、自らの大学改革・改善に資するためというより、直接評価を採用しにくい第三者評価のための
基礎資料づくりという性格を強めている」と指摘している。
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　一方で、大学評価対応のみならず、機関の計画策定や意思決定に資する大学内部の仕組みとして、近
年Institutional Research（以下、IR）が注目を集めている。Saupe（1990）によれば、IRとは、「機関
の計画立案、政策形成、意思決定を支援するための情報を提供する目的で、高等教育機関の内部で行わ
れる研究」である。
　以上のような、自己点検・評価やIRのような取組に共通して見られる作業フローは機関の情報の収
集・管理、分析、周知、活用であろう。本稿では、大学評価実施過程で産出される情報や機関の計画策
定や意思決定のための情報を、便宜的に「機関調査情報」とし、これらの情報を扱う活動を「機関調
査」とする。これらは、各大学が計画策定・意思決定・経営改善を行う上で、今後益々重要になろう。
　本稿では、九州大学大学評価情報室の取組を通して、機関調査に必要な要素、課題を検討することを
目的とする。なお、機関調査や機関調査情報の在り方は、大学の規模や特質によって大きく異なること
が想定される。そのため、本稿は、一般的な理論や知見の提供と言うよりも、九州大学大学評価情報室
の、学内における機関調査情報の収集・管理・分析活動及び、それらの学内での周知活動に関する実践
報告を通した、限定された条件下での検討を志向するものとなる。

2. 検討の枠組み
　本稿では、ロジック・モデルを援用して、機関調査情報の収集・管理から活用までを捉える。ロジッ
ク・モデルとは、ある取組の投入（インプット）、活動（スループット）、生産物（アウトプット）、
成果（アウトカム）をフローチャートで示したものである（三好2008、安田・渡辺2008）。大学評価の
文脈においては、大学評価・学位授与機構の試行的評価の検証を行ったものがある（林・齋藤2007）。
ロジック・モデルでは、フローチャートの各要素間にある矢印をセオリーと言い、前段階にある要素が
次の段階にある要素の根拠となっていなければならない。すなわち、スループット段階で行われる活動
は、インプットにおけるヒト・モノ・カネ等の資源に規定されており、スループット段階で行われる取
り組みの結果がアウトプットとして産出される。さらに、アウトプットによってもたらされる変化、効
果、影響をアウトカムとして捉える。図1は、ロジック・モデルの概念図を示したものである。

図１．ロジック・モデルの概念図
出典）筆者作成
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　本稿では、以下に詳述する大学評価情報室の取組を、ロジック・モデルを援用して取組の前提となる
組織やデータベース、それらを活用した大学評価情報室の活動例、その生産物及び、成果と課題に分け
て検討する。
　次節では、機関調査の主要なアクターである「大学評価専門委員会」及び「大学評価情報室」の組織
上の位置づけと役割について概観するとともに、各種のデータ分析報告書等の作成に活用するための学
内の機関調査情報のためのデータ収集・管理の方法について提示する。さらに第4節では、収集・管理
するデータの分析について提示する。第5節では、評価に係わる組織構造や収集・管理するデータの性
格を踏まえつつ、機関調査情報の分析と、それらの全学組織における提示を通した周知の在り方につい
て分析するとともに、その活用の現状と課題について検討する。

3. インプット：情報収集・管理、分析のための主要な要素 
3.1. 大学評価情報室
　九州大学では、平成12年に開始された大学評価・学位授与機構による試行的評価を契機として、本格
的な自己点検・評価体制の整備・確立のために、平成13年７月に「評価情報開発室」を設置し、教員個
人の教育研究活動に関する情報の収集・管理システムの開発を開始した。その後、平成16年4月の国立
大学の法人化に当たって、評価対応の充実及び大学経営に資する情報の機動的な開発・提供を目的とし
て、同室を「大学評価情報室」に改編した。
　大学評価情報室は、室長の大学評価担当理事・副学長、副室長の法学研究院教授（以上、兼任）、室
員の、准教授1名、助教2名（以上、専任）、テクニカルスタッフ1 名、事務補佐員1名で構成されている。
　また、以上の業務の遂行に当たっては、事務局組織である企画部企画課と密接な連携・協力体制を構
築している。

3.2. 大学評価専門委員会
　九州大学では、大学評価に関する事項を審議する委員会として、「大学評価委員会」が設置されてお
り（九州大学大学評価委員会規則（以下、同規則）第2条）、その下に、より具体的に企画・立案及び
実施・調整等を行う委員会として、「大学評価専門委員会」が置かれている（同規則第5条）。
　大学評価委員会の構成員は、表1の通りであり、大学を構成する多くの研究院・研究所等の教員に
よって構成されている（同規則第6条）。

表１．大学評価委員会の構成

（1） 理事、副学長及び総長特別補佐のうちから総長が指名する者
（2） 各研究院の教授及び准教授のうちから総長が指名する者 各１人
（3） 各附置研究所の教授及び准教授のうちから総長が指名する者 各１人
（4） 病院の教授及び准教授並びに診療科長のうちから総長が指名する者 １人
（5） 各学内共同教育研究施設、情報基盤研究開発センター及び健康科学センターの教授及び准教授
　　　のうちから総長が指名する者 １人
（6） 企画部長
（7） 大学評価情報室の副室長及び准教授
（8） その他大学評価専門委員会が必要と認めた者 若干人

出典）九州大学大学評価委員会規則より作成
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　インプットとしての大学評価委員会における最も重要な点は、その構成にある。委員会の場で提示さ
れた機関調査情報やそれに基づく議論は、各委員の所属する研究院・研究所等に持ち帰られ、当該組織
での評価関係委員会等で報告されている。このような経路を通じて、各研究院・研究所等への評価関係
情報等の周知が行われている仕組みが形成されている。

3.3. 機関調査の情報源
　機関調査を進めるにあたって必要な要素のひとつに、上記の主要組織とともに、データ収集・管理、
分析を効率的に実行可能とするためのデータベースの存在があげられる。
　機関調査において活用される情報源は、次の2つに分類される。まず、大学の諸活動を支援する業務
システムにおける、学生の成績や教員の人事情報といった個人を単位としたデータ（生データ）であ
る。2つ目は、教育行政関連の法令や大学の内規で定められた調査を目的として、分析がなされたデー
タ（分析済みデータ）である。生データを活用する利点は、データの新鮮さと分析の柔軟性である。分
析済みデータの利点は、分析の定義さえ合致すれば、そのまま利用できる効率性にある。
　機関調査において、生データと分析済みデータは、排他的ではなく必要に応じて組み合わせて利用さ
れる。次に、大学の現況分析の具体的な観点として、入学定員充足率の算出を例にとって、機関調査に
おける情報処理を概観する。

3.4. 入学定員充足率の算出
　ここでは、学科・専攻ごとの入学定員充足率の算出の方法を具体的に述べる。利用価値の高い分析済
みのデータとして、学校基本調査が挙げられる。この調査には、学科・専攻ごとに入学生数や現員、学
生定員などを報告する項目があるので、この調査のデータを使えば入学定員充足率を算出することがで
きると考えられる。しかし、近年は、特に大学院入学の秋募集が多くなっている。学校基本調査の基準
日は５月１日であり、この調査だけでは入学者の現状を把握できない。よって、学生定員は学校基本調
査で良いが、入学者数については学籍や成績を管理する学務情報システムから、学生個人の基本情報を
直接生データとして抽出し、これをもとに学科・専攻ごとの入学者を算出する必要がある。

図２．機関調査における情報処理 
出典）筆者作成
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　入学定員数は学校基本調査から得られる。学部研究科および学科専攻ごとに調査された数値が、図の
左にある属性を持った表データで与えられている。これに対し、実際に入学した学生の数は、学務情報
システムから学部研究科および学科専攻についてクロス集計をして算出する必要がある。そのデータが
図の右にある属性を持った表データである。この２つの表データで、共通する属性（入学年、学部研究
科、学科専攻、学生種別）の値が同じレコード（行）を結合し、図の下にある属性を持った表データを
生成する。この表データのレコード毎に入学定員充足率を算出する。

4. プロセス：大学評価情報室による分析・周知活動
　大学評価情報室は、具体的な活動として、九州大学内における評価の仕組みや評価作業に関する企画
立案、評価に必要な根拠資料・データの収集・分析・管理、「大学評価情報システム」・「大学評価
ウェアハウス」・「中期目標・中期計画進捗管理データベース」の開発、評価書作成の支援などを行っ
ている。また、これら評価作業に直結する業務のみならず、評価のために収集した多種多様な情報を有
効に活用するための方策を実施している。さらに、大学評価情報室は、上記で述べた大学評価専門委員
会における議事、報告事項など審議内容の設定に携わっている。さらに、特筆する活動のひとつとし
て、九州大学に関する各種データ及び情報を包括的に示すことを目的に平成19年度より作成している
『九州大学ファクトブック（Q-Fact）』（以下、Q-Factとする）や、学内のみならず他大学とのベン
チマーク等のより詳細な分析を行った「分析レポート」がある。これらの分析結果は、冊子体の発行及
び大学評価情報室公式WEBページに学内限定で公表することにより、広く周知を図っている。
　しかしながら、Q-Factは、年1回の発行であり、「分析レポート」は不定期的に行なっている取組で
ある。さらに、情報発信媒体の特性上、利用者が主体的に閲覧しなければ、それらの情報は届かないこ
ととなる。これらの課題に対応するために、大学評価情報室は各部局を訪問し、閲覧の促進に努めてい
る。さらに、機関調査情報の周知方法として、大学評価専門委員会において新たな取組を開始した。

5. アウトプット：九州大学の教育・研究活動等に関する現況分析報告
　大学評価情報室が収集・管理・分析した機関調査情報を効率的に学内関係者に周知する新たな方法と
して、大学評価専門委員会における「九州大学の教育・研究活動等に関する現況分析報告」（以下、
「現況分析報告」とする）がある。先述のQ-Factに掲載している情報は、全学的な状況を提示してい
るが、第3節で示した情報処理の仕組みは、必要に応じて機関調査情報のカスタマイズを可能としてい
る。「現況分析報告」では、Q-Factを基礎に、より詳細に九州大学の現状に関する機関調査情報を提
示している。
　「現況分析報告」は、「経年変化の可視化」を基本的なコンセプトとしている。大学評価情報室が所
有する機関調査情報は、平成12年度から今年度までのものであるが、「現況分析報告」においては、便
宜的に法人化以後の状況を提示している。大学評価への対応を勘案して、視覚的に示しているのは、各
項目の割合であり、これらがどのように推移しているかを直感的に把握することが出来る。しかし、注
意しなければならないのは、そもそも定員が少数の場合、1名の増減で割合に大きな変化が生じてしま
う点である。このような場合を想定して、実数の表も付している。現況分析報告の具体的なイメージを
図表1に示す。なお、これらの機関調査情報は学内限定で公開しているため、図表に示すデータは架空
のものである点に留意されたい。また、図表1は充足率等や、大学評価対応に必要となる各種の現状を
想定したものであり、具体的には入学定員充足率、収容定員充足率、留学生比率、進学率や標準修業年
限卒業・修了者比率、就職率、女性比率をはじめ、その他多岐に渡る。
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図表１．「現況分析報告」の構成例
出典）筆者作成

　以下では、「現況分析報告」の経緯と位置づけについて詳述するが、その位置づけは、九州大学にお
ける評価業務を取り巻く状況の変化によって、3つの区分に分けることが出来る。
　「現況分析報告」は、当初、大学評価専門委員会での審議の形骸化防止及び議論の活性化の必要性か
ら、データに基づく議論を促進させるための基礎資料提供として開始された取り組みである。平成22年
5月に取り組みを開始し、初回では、アジア大学ランキングや九州大学の中期目標・計画を背景に、留
学生に関する現状について審議が行われた。審議に際しては、平成16年度から平成21年度の留学生デー
タに関して、留学生数及び比率について7大学間のベンチマークを含め分析を行い、現況について示し
た。表2は、これまでの「現況分析報告」に基づく審議事項を大きく分類したものである。

表２．「現況分析報告」における審議事項

　　　　　　　　　　　　　　　・ 留学生に関するデータ
　　　　　　　　　　　　　　　・ 大学教員に関するデータ
　　　　　　　　　　　　　　　・ 学位授与件数に関するデータ
　　　　　　　　　　　　　　　・ 卒業後の状況に関するデータ

出典）筆者作成
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　取り組みの開始当初は、Q-Factのデータを抜粋し提供していたが、当該データは全学的な状況を包
括的に提示したものであり、全体の傾向を把握するのには適しているが、より詳細に現状を把握するた
めには不十分であった。このため、審議において要求される課題設定やニーズに合わせて、提示する情
報について随時改訂を行うこととなった。これにより、大学評価情報室が所有するデータの範囲内で再
分析を行い、情報を提示している。
　平成22年10月の大学評価専門委員会では、第2期の中期目標期間における年度計画に係わる自己点
検・評価に際して、「定期的に進捗状況を審議する中期計画（重点項目）」が策定されている。これ以
降、「現況分析報告」は、教育、研究、国際化における重点項目に基づいて、データ・情報を提示する
こととなった。従来の「現況分析」報告では、審議事項は大学評価情報室が任意に決定していたが、中
期目標・計画を直接的な背景とすることで、議論の活性化のみならず、中期目標期間における大学経営
に資するデータ・情報提供という性格を強めることとなった。
　年度評価終了後は、第2期の認証評価及び法人評価を視野に入れ、その際の自己点検・評価に必要な
評価情報を基本に、データ・情報を提示している。第2期の認証評価においては、各第三者認証評価機
関で基準の改訂が行われており、自己点検・評価報告書に記載しなければならない情報にも新規追加さ
れているものがある。これらを含め、評価受審年度のみの作業に終始するのではなく、大学評価という
観点から、定期的に大学経営の現状を確認している。

6. アウトカム：機関調査情報の周知による大学経営支援
　以上、見てきたように、大学評価情報室は、「分析レポート」、「Q-Fact」、「現況分析報告」に
よって、管理・収集するデータを活用し、機関調査評価情報の周知を図っている。これらの取り組み
は、機関の情報を管理・収集・分析し、大学経営に活用するという点でIR（Institutional Research）と
しての性格を持っている。しかしながら、アメリカで発展してきた一般的なIRは、多くの場合、執行
部のニーズへの対応という性格を持っているが、それとは異なり、大学評価を常に基礎においており、
外部の評価基準に準拠したデータ収集・管理、分析に焦点を当てている点にその特質を見出すことが出
来る。
　これらの取組の成果を、明確かつ一意に示すのは難しいが、教員個々人のレベルで見れば、データへ
の興味・関心の惹起及び、それに伴うニーズの発掘が、徐々に可能になってきている。また、平成22年
度国立大学法人評価において特色ある例として取り上げられている。しかしながら、これらの取組は大
学評価情報室の業務として定着してきているものの、明示的に制度化されているわけではない。それゆ
えに、大学全体としての意思決定にデータが活用されているとは言いがたい状況である。

7. 取組の検討
　とは言え、これらの取組は大きな意義を持っており、それは以下の3点に集約される。1点目は「デー
タに基づく現状把握」である。大学経営における現状把握は、しばしば経験的な知識に基づいて行われ
る。あるいは、自己の所属する部局に関しては知っているものの、他の部局や全体としての大学の現況
は把握していない場合も想定される。また、仮に経験的な知識が現実と合致していたとしても、第三者
へ現況を説明する際には、根拠となる資料の提示が必要不可欠であるため、データに基づく現状把握の
必要性は変わらない。
　2点目は「機関調査情報の拡がり」である。大学評価の制度化以来、課題の一つとなっているのは、
評価担当者のみが大学評価に対する意識を高める一方で、それ以外の構成員に評価の意義が浸透しない
ということである。評価に対する意識付けとして、機関調査情報を拡散し、構成員の多くが現状を認識
する必要がある。この時、大学評価情報室の取り組みは2つの点で有効性を持っている。1点目は「機
関調査情報へのアクセスの容易」さである。Q-Factや「分析レポート」は大学評価情報室の公式WEB
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ページで公開しており、学内のネットワーク環境があれば、時間的・空間的・手続き的な制約を受けず
に必要な情報を閲覧することが可能である。このため、より多数の構成員が現状認識に必要な情報を得
ることができる。しかし、この時重要なのは、そもそも、そのような情報があるということを機関の構
成員が知っているという状態になければならないことである。大学評価情報室は、1年に1度部局を訪問
し、意見交換を行うとともに、情報の所在についても周知を行い、この点について対応している。
　さらに、「現況分析報告」では、その報告の場が、機関調査情報の拡がりにとって重要な役割を果た
している。第1節で示した通り、大学評価専門委員会は、各部局の教員によって構成されているため、
各委員が所属する部局へ審議内容や機関調査情報を拡げる結節点となっている。また、この取り組み
は、大学評価委員会という公的な場を媒介することで、一定程度の重みを持った、継続的・定期的なも
のとなっている。
　3点目は、「評価業務の実質化」である。大学評価は90年代に入ってから急速に進められてきた制度
改革であり、各大学は十分な経験がないまま評価対応に迫られ、「評価疲れ」という言葉に象徴される
ように、大学評価の本来の趣旨とは異なる部分で評価業務に追われていた。
 Trochim（2000）が評価を「ある目的のために有用なフィードバックとなる情報を体系的に明らかに
して取得する行為である」と定義しているが、目的としてしばしば「改善」が設定されている。しかし
ながら、これは評価を行えば自動的に改善が生じるということではなく、あくまで改善に必要な情報の
取得が可能となるということである。すなわち、機関においては、その意思決定者が取得される情報を
活用できなければ改善は生じないことになる。機関調査に基づく現状認識は、改善（Action）や計画立
案（Plan）を行うための手段であるはずだが、評価を乗り切ることに主眼が置かれている状況では、機
関調査情報のその後の活用を十分に考慮して各種の取組が実施されていたとは言い難い。大学評価情報
室のデータ管理・収集・分析に係わる取り組みは、機関調査情報に基づく現状認識、自己点検・評価等
の負担軽減や効率化を促進するものであると同時に、当該活動の実施過程において産出される機関調査
情報を、計画立案や経営改善等へ有効活用出来るような形式へ変換するものである。Q-Factや「分析
レポート」、「現況分析報告」では、経年変化の可視化をはじめとして、活用しやすい情報の提供に努
めている。

8. まとめと今後の課題
　以上のような取り組みを、ロジック・モデルを援用して整理すれば、大学評価情報室という評価専門
の部署及び情報処理の仕組み、さらには、機関調査情報拡散の結節点となる全学的な組織がインプット
となる。これらの条件を前提として、プロセスである分析及び分析結果の周知活動は成り立っている。
そのアウトプットはQ-Factや「分析レポート」、「現況分析報告」のような形で算出されている。こ
のように大学評価情報室は、PDCAサイクルの実質化に資する機関調査活動を展開している。しかしな
がら、これらのインプットからアウトプットまでが、どのようなアウトカムにつながっているのか、現
時点で明確になっておらず、これらの取り組み自身についても、その実践において解決するべき課題は
多い。
　機関調査に基づく計画立案や経営支援、改善活動等は、機関調査情報に基づく事実特定と現状認識を
前提とするが、その事実や現状の良し悪しに関する価値判断は、明示的・暗示的な基準との比較によっ
て行われる。上記の取り組みに関する課題は、基準との比較の段階以降で生じていると言える。
　例えば、自己点検・評価における明示的・暗示的な基準には、法人評価や認証評価で求められる基準
等をはじめとする外的なものと、各大学の使命・目的の達成や学内の大学経営改善に必要な内的なもの
とがある。主要な課題のひとつは、これらの基準の認識に係わるものである。大学評価情報室は上記の
とおり、様々な形式で評価情報の提示を行っているが、ここで提示する情報を、大学経営改善にとって
のニーズ（客観的必要性）と完全に一致させることには困難が伴う。これには、3つの想定される事態
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があり、ニーズの妥当性が確保されていない、あるいは、そもそも外的・内的な基準が認識されておら
ずニーズが「無い」場合、ニーズはあるが、提示する情報がニーズを満たしていない場合、さらには、
ニーズに対する情報提示が実際には妥当であるが、それらの情報が採用されない場合である。意思決定
組織としての機関全体と評価支援組織として大学評価情報室という2つのアクター間で、基準に対する
認識が大きく異なっていれば、これらの状況に陥ってしまう危険性は高い。
　これらの状況を回避するために、機関調査情報の要求側と提供側の定期的なコミュニケーションに基
づいて、基準に対する認識の擦り合わせや、正確なニーズの把握、相互の信頼関係の構築が重要とな
る。

おわりに
　近年の大学の質保証の問題は、PDCAサイクルの実質化や、それを支えるIR等、機関内部の問題へと
移行していっている。しかし、これらは、内的な活動でありながら、機関全体として外部の要求に耐え
るものでなければならない。Clark（1983）が、高等教育機関の特質は「高度に断片化された専門職主
義」としているように、ともすれば、同一大学の中ですら「隣の学部の事情はわからない」という状況
も想定される。一体性を維持するための意図的かつ恒常的なガバナンスが不可欠であるという特質を持
つ組織（羽田、2004）において、大学全体としての像の把握や共通意識の形成を促す仕掛けとして上記
の取り組みが有効に機能することが期待される。
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The present condition of Institutional Research in 
Kyushu University:

Focussing on established practice in Evaluation office

Tomotsugu TAKAMORI・Eiichi TAKATA・Masao MORI・Noriko KUWANO
Institutional Research Office, Kyushu University.

takamori@ir.kyushu-u.ac.jp

Abstract
 The purpose of this paper is to show the activity of institutional research office in Kyushu 
University. In Kyushu University, there is an evaluation office that has function of institutional 
research. Kyushu University’s evaluation office brings in the database that can be used for 
various usages. Take advantage of information from the database, evaluation office support 
PDCA cycle by analysis of present state of organization and show the result of analysis widely.
 The agenda of this effort is the difference between “needs” that executive demands　and 
“information” that evaluation office brings up. In order to solve this agenda, the important thing is 
smooth communication. Therefore, an advantageous way to present the information is absolutely 
imperative for PDCA cycle in university management.

Keywords
University Evaluation, Self-assessment, PDCA, Institutional Research, Intelligence Sharing
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琉球大学における教員業績評価の改善
−国立大学に対するアンケート調査結果との比較検討−

岩崎　保道
（琉球大学　大学評価センター）

要約
　本稿は、琉球大学における教員業績評価の改善の検討結果との比較検討を次の展開により行う
ものである。第一に、本学における教員業績評価の取り組みを紹介する。第二に、国立大学に対
する教員業績評価に関するアンケート調査報告を行う。第三に、教員業績評価に関する訪問調査
結果を報告する。第四に、アンケート調査結果と本学との比較検討を行う。第五に、本学の教員
業績評価の改善方策を示す。

キーワード
教員業績評価 , 国立大学 , 琉球大学

はじめに
　本稿は、琉球大学（以下、「本学」と呼ぶ）にお
ける教員業績評価の改善のため、国立大学に対す
るアンケート調査結果との比較検討を行うもの
である。本学の教員業績評価に関わる年度計画
（2011年度）「前年度に行った他大学に対するアン
ケート調査結果との比較分析を行う」に係る調査
報告にあたる。
　国立大学における教員業績評価の実施割合は、
文部科学省（2008）の調査結果によると82.6%で
あった。この数値は、公立大学（46.7%）及び私
立大学（40.2%）に比べると高い割合である。しか
し、大川（2008）によると、「大半の国立大学に
おいて、教員個人評価の導入検討段階はすでに終
わり、試行・実施段階も過ぎ、いまや評価結果の
具体的反映や評価制度改善の段階に進みつつあ
る」と分析している。各大学において、教員業績
評価制度の目的に応じた成果が求められる段階に
入ったと考えられる。
　また、重本（2006）は、「評価は、当然、教
育・研究を改善するものでなければならない。
（中略）評価は、上から義務化されるものではな
く、大学関係者が自発的に積極的に参加すること
が前提とならなければならない」と述べた。これ
は、教員自らが教員業績評価制度をうまく活用し
て教育・研究活動の改善に役立てることが制度の

前提との見解である。
　このように、教員業績評価の実施大学において
は、教員自らが制度に積極的に参加することが当
然であること、実施成果や課題点の把握が求めら
れている。
　一方、本学では、教員業績評価の本格実施
（2009年度）から（2011年度で）3年目を迎え、
制度導入の効果や課題点の把握が求められてい
る。これは、PDCAサイクルでいうCheckの段階
にあたる。導入成果や課題点を明らかにすること
により、改善の契機とすることができる。その意
味において、本学の教員業績評価は転換期に到来
しているといえよう。
　表記の目的を達成するため、以下の展開により
取り組む。第一に、本学における教員業績評価
の取り組みを紹介する。本学では、第1期中期目
標・計画より教員業績評価の検討が行われた（本
稿の1.）。第二に、国立大学に対する教員業績評
価に関するアンケート調査結果（2010年）の報
告を行う（本稿の2.）。第三に、他大学に対して
行った教員業績評価に関する訪問調査の結果を報
告する（本稿の3.）。第四に、国立大学に対する
教員業績評価に関するアンケート調査結果と本学
との比較検討を行う（本稿の4.）。第五に、本稿
のまとめとして、本学における教員業績評価の改
善方策（提案）を示す（本稿の5.）。

『 大 学 探 究 』
第 4 号　2012 年　pp.23-33
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１．本学における教員業績評価の取り組み
　本学では、第1期中期目標・計画より教員業績
評価の実施について検討を行い、2009年度に本格
実施を行った（表1）。第2期中期目標・計画も継
続して教員業績評価に関わる取り組みを行ってい
る。
　本学の教員業績評価の根拠は「琉球大学 目標

管理型自己点検に基づく教員業績評価について」
（2008）に拠る（図1）。これは、本学の基本理
念を具現化するための一環として位置付けられて
いる。
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　その目的は、「本学教員が目標を持って自らの
活動に臨む」「教員活動の自己改善」「社会への
説明責任」に集約できる。実現手法として、「自
らの業績を定期的に自己点検し、他者からの評価
を通して、教員としての活動の改善を継続的に実
施すること」「教員としての活動を評価し、社会
へ公表すること」が定められている。つまり、教
員業績評価の趣旨は、「教員活動の自己改善につ
いて目標管理型評価を通して実現すること」「教
員活動を社会へ公表することにより、国立大学法
人の説明責任を果たすこと」にある。
　2011年度の計画（「教員業績評価の改善に向け
て、評価者を対象とした聞き取り調査を行う。ま
た、前年度に行った他大学に対するアンケート調
査結果との比較分析を行う」）は、後述の表3で
概要を述べる。
　なお、2011年3月時点において制度の効果や課
題点は検証されていなかった。

２．国立大学に対するアンケート調査結果
　筆者が実施主体となり、国立大学の教員業績評
価に関する調査を2010年の6月〜8月に各大学の評
価担当課長に依頼した。表2は、その調査結果で
ある1。以下は、回答を得た「①25大学（琉球大
学と同じ環境）2」、「②85大学（国立大学全体
を対象）」を表記した。この分析については表3
で後述する。
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　表2の「②全大学」の概要は以下の通りであ
る。質問1:多くの大学が教員業績評価を実施して
いた。質問2: 「2004年度以降」の大学が多かっ
た。質問3:｢一年｣サイクルの大学が多かった。質
問4:教員業績評価の目的について「教育・研究活
動の促進」が最も高かった。質問5:教員業績評価
の反映について「賞与・一時金・報奨金」が最も
高かった。質問6:評価者訓練を実施していない大
学が多かった。質問7:教員業績評価に協力しない
教員へのペナルティを科す大学は少なかった。質
問8:教員業績評価の成果について「教員意識の変
化」が最も高かった。質問9:課題について「評価
領域・指標の策定」「学内合意の形成」「コスト
や人的労力の増加」が過半数を超えた。質問10:
多くの国立大学が第二期中期目標・中期計画にお
いて教員業績評価に取り組むとしている。
　次に、「②全大学」を「①25大学」と比較して
みよう。全般的に同様の傾向を示していたが、
以下の点について相違があった。質問8:「①25大
学」がいくつかの項目において成果を認める割合
が高かった。質問9:「①25大学」が多くの項目に

ついて課題や障害を持つ割合が高かった。質問
10:「①25大学」が第二期中期目標・中期計画に
おいて教員業績評価の取り組みを記載する割合が
やや低かった。

３．教員業績評価の取り組み事例（訪問調査結果）
　筆者は、本学の教員業績評価の改善を目的とし
て制度導入校に対する訪問調査を行った。以下
は、その概要報告である（表4の改善方策の参考
にする）。

3.1. K大学（国立大学）
訪問日　2011年3月7日
訪問先　　K大学　担当理事
○法人化と同時に「教員の総合的活動自己評価」
を導入した。以前より同制度の必要性を議論して
いた。
○同制度は、学長直轄の企画戦略機構（評価本
部）が取り扱う。評価対象者は、常勤で助手以上
の教員であり、年1回毎に実施している。評価結
果は、報告書（「教員の総合的活動自己評価に関

27琉球大学における職員業績評価の改善　−国立大学に対するアンケート調査結果との比較検討−



する報告書」）にまとめている。評価結果は、教
員が自己目標の達成度を管理し、教育・研究・社
会貢献・大学運営の向上を図ることに使われる。
従って評価者はいない。
○同制度は、給与等に反映しない。教職員・学生
には非公開である。教育は一定のエフォートを求
める。
○所感‥法人化と同時に教員業績評価が実施され
た背景には、大学幹部が積極的な取り組みを行っ
てきたためである。特徴は、教員業績に関する
データが多面的に分析され、報告書にまとめられ
ている点である。同報告書は、大学のウェブサイ
トで公表されており、説明責任が果たされている
と思われる。

3.2. C大学（公立大学法人）
訪問日　2011年3月7日
訪問先　　C大学　人事部
○開学（2001年）と同時に「教員評価システム」
が実施された。多少の見直しは行ったが、基本的
な方法は変わっていない。教育・研究・社会的貢
献および広報活動を数値化し、教員業績を可視化
している。
○評価期間は、2月〜翌年2月までの1年間であ
る。評価の統括は教員評価委員会が取り扱う。
○評価結果の反映は、過去三年間の評価結果を翌
年度の年棒に反映させている。また、雇用継続の
参考資料とする（全ての教員が5年の任期制とな
る）。なお、評価結果は本人以外には非公表とな
る。
○所感‥「教員評価システム」は、ルーチン化さ
れ、実用性の高い制度である。開始から10年経過
しており、大きな改正なくうまく運用されてい
る。同制度の特徴は、①適切な資源配分が実現で
きた点、②数値化することで業績評価が明示でき
る透明性、客観性が確保できた点、③各教員がポ
イントを高めるインセンティブが構築できた点、
④業務に係る費用や労力面での負担が少ない点を
挙げることができる。

3.3. T大学（公立大学法人）
訪問日　2011年8月11日
訪問先　　T大学　総務部人事課人事制度係

○同大学は2005年度に法人化した。教員評価は
2006年度に試行し、2007年度に導入した。その目
的は、「自らの職務に目標を設定して取り組むこ
とで、課題の発見と改善に努め、優れた点を更に
伸ばす取組につなげ、意識改革及び能力向上を図
るとともに、大学全体の教育研究活動の活性化を
通じて、学生及び大学院生に対する教育の質の向
上を図り、あわせて大学への出資者である都民に
対する説明責任を果たすことを目的とする」とし
ている（「公立大学法人T大学教員の評価に関す
る規程」第1条）。
○実施は１年毎（4月〜翌年3月）に行い、評価結
果は、①任期継続の判定資料（原則5年任期）、
②職務、職責、業績を年俸として反映させる。
○同大学は、教員評価制度を「教育・研究の向上
に役立っている」と考えている。教員評価制度
は、積極的に教育・研究等の成果をあげなければ
基礎部分しか昇給せず、また、昇進や任期にも影
響を受ける。なお、教員評価の実施率は100%で
ある。
○評価領域（教育・研究・社会貢献・組織運営）
のウェイトを職階別に分析している（外部に非公
表）。
○制度執行は負担を伴う。また、評価者は被評価
者の研究領域を網羅できておらず評価判定資料の
作成の負担も大きい。しかし、同大学は、透明性
の確保のために現状の体制が望ましいと考えてい
る。
○所感‥T大学の教員評価は、「教育の質の向
上」「都民に対する説明責任」を目的とする一
方、「任期」「年俸」の基礎資料として利用して
いる。そのため、厳格なシステムが構築されてい
た。しかし、教員活動及び評価領域のウェイトは
非公表であり、「都民に対する説明責任」になる
のかやや疑問が残った。

3.4.まとめ
　筆者が訪問した大学は、教員の教育・研究等の
改善を趣旨とするものや教員評価の結果を雇用の
継続や給与等への反映を趣旨とするものがあっ
た。運用期間については、制度構築から10年経過
しているものやこれから効果が測られる大学も
あった。

28 岩崎　保道



　C大学及びT大学は、教員が教員評価制度に参
加しなければならないシステムが構築されてい
た。また、よい評価を得ようとするインセンティ
ブが発生する仕組みがあった。参加しなければ何
らかの不利益を被る。従って、評価システムは教
員業績の内容を一定の基準を用いて明確に示すこ
とや客観性を担保する方法の採用などの厳格性が
求められる。

４．国立大学のアンケート調査と本学との比較検討
　前章の国立大学に対するアンケート調査結果と
本学の状況（2011年7月5日から21日に全学部・研
究科、附属病院の評価者から聞き取り調査を行っ
た結果を含め）を比較検討する（表3参照）3。

29琉球大学における職員業績評価の改善　−国立大学に対するアンケート調査結果との比較検討−



30 岩崎　保道



５．本学における教員業績評価の改善方策（提案）
　表4、図2は、本稿の検討を踏まえた提案である4。
　第一の提案は「①自己評価シート（年度目標と
自己評価結果）の学外公表」である。ただし「公
表のリスクは回避策を検討する（非公表にすべき
情報のリストアップや問題発生時の組織的対応な
ど）」「制度に対する教員の理解を促進するた
め、大学評価センターのウェブサイト(学内限定)
で公表されている自己評価シートを(1)学内広報
のトップ画面に全教員のもの、(2)各学部のウェ
ブサイトのトップ画面に所属教員のものを示す」
といった対応が求められる。
　第二の提案は「②自己評価シートの年度目標確
定時期の前倒し」である。自己評価シートの年度
目標の確定（例年5月20日頃）を繰り上げ4月末と
する（ただし、記述が困難な場合はその旨を明記
する）。
　第三の提案は「③業務ウェイトのグラフ化」で
ある。本学規程（図1）「部局の長は、部局内に
おける各教員の活動業務ウェイトの調整に活用す

ることができる」を促進させる期待が持てる。具
体的には、自己点検シートの「年度末自己点検結
果」欄に「業務ウェイト」の項目を設け、これを
学科別・職階別にグラフ化する。結果はウェブサ
イトで公表する。
　第四の提案は「④評価の判断基準をS:年度目標
以上の成果が認められる、A:年度目標を達成した
と認められる、B:年度目標を一部達成できなかっ
た、C:年度目標をほとんど達成できなかった、に
変更する」である。本学の教員業績評価制度は目
標管理型であり、評価基準を明確にすることで目
標の達成度が正確に把握できる。
　第五の提案は「⑤自己評価シートの未提出の教
員への対応について」である。聞き取り調査時点
では部局で適切な対応が行われており、今後の状
況をみて再検討することが望ましい。
　第六の提案は「⑥教員の負担軽減のためのシス
テム」である。本学では「研究者データベース」
があり、重複事務を回避する制度設計が求められ
る。

S
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　なお、部署内では「現行の「教員業績評価」を
「教員活動評価」に改称してはどうか」との意見
があった。業績を評価という枠組みだけで捉える
のではなく、活動という観点で捉える考え方であ
る。
　「教員業績評価結果の給与・賞与等への反映」
については、慎重意見が多かった。前述の通り、
本学の制度は給与等への反映を前提に作られてお
らず、規程上も給与等に反映できない。
　一方、C大学及びT大学の教員評価制度は給与
等への反映を趣旨としていた。当然、制度に対す
る教員の理解や納得が前提である。
　なお、国立大学法人評価委員会｢第1期中期目標
期間の業務の実績に関する評価の概要｣(2011)に
よると、｢教職員の人事評価結果を給与等処遇へ
反映している法人が年々増加し、64法人(71%)と
なっている｣とされる。文部科学大臣決定「第2次
大学院教育振興施策要綱」（2011）によると、
「教員の教育研究活動の適切な評価と処遇等への
反映、組織的な研修体制の充実などを一体的に推
進し、大学院教育に携わる教員の教育・研究指導
能力の向上を図る」と策定された。これは、大学
院における教員業績評価の評価と処遇等への反映
を通じての教員の教育・研究指導能力の向上が求
められるものである。この要綱を受け、各大学院
では同要綱に沿った教員業績評価制度の構築が求
められる。
　以上より、「教員業績評価結果の給与・賞与等
への反映」への対応は、今後の検討課題といえよ
う。
　本学の教員業績評価は、今後も教員自らが積極
的に活用できるような実用性の高い（あるいはイ
ンセンティブを高める）制度改革を図る必要があ
る。
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19年度科学研究費補助金基盤研究（C）研究成果
報告書
重本直利（2006）「大学創造と教員評価」佐々木
恒男、齊藤毅憲、渡辺峻編『大学教員の人事評価
システム』中央経済社

文部科学省（2008）『大学における教育内容等の
改革状況について』
文部科学大臣決定（2011）「第2次大学院教育振
興施策要綱」（2011年8月5日決定）

注

1 表2の調査結果は、拙著（2011）「国立大学に
おける職員評価の現状—アンケート調査分析を踏
まえて—」徳島大学大学開放実践センター『大
学教育研究ジャーナル』第8号、p.47-49より引用
（2011年8月24日に徳島大学大学開放実践セン
ターより転載許可を得た）。
2 25大学とは、弘前大学、秋田大学、山形大学、
群馬大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨
大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、鳥取大
学、島根大学、山口大学、徳島大学、香川大学、
愛媛大学、高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本
大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球大
学である（医学部系学部を設置し、学生収容定員
が1万人以下の大学）。
3 聞き取り調査は、副学長・理事（教育・学生・
評価担当）、副学長・理事（企画・経営戦略担
当）が出席し、本学評価室職員も陪席した。
4 提案は2011年度に本学評価室で原案を作成し、
本学大学評価センターにおいて審議決定したもの
である。
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Improvement in the evaluation of lecturers’ 
performance at University of the Ryukyus

- Comparative analysis of the results of the questionnaire 
surveys targeted at national universities -

Yasumichi Iwasaki
University Evaluation Center,University of the Ryukyus

Abstract
     In order to improve the evaluation of the performance of lecturers at University of the 
Ryukyus, this paper describes how to evaluate lecturers’ performance in this university, reports 
on the questionnaire surveys regarding the evaluation of lecturers’ performance in national 
universities and the results of on-site researches, compares the questionnaire survey results 
and the situation of this university, and then suggests some measures for improving lecturers’ 
performance evaluation at this university.  

Keywords
University Evaluation, Self-assessment, PDCA, Institutional Research, Intelligence Sharing
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琉球大学大学評価センター　平成 22 年度事業報告

事業１．年度評価及び法人評価に対する対応
　　　　○文部科学省の国立大学法人評価実務担当者連絡会へ参加（6月17日）
　　　　○平成21年度に係る業務の実績に関する報告書・資料編の提出（6月末日）
　　　　○学部長等との意見交換（7月）
　　　　○平成21事業年度及び第一期中期目標期間に係る業務の実績に関する国立大学法人評価委員会
　　　　　のヒアリングの対応（8月12日）
　　　　○平成22年度年度計画進捗状況確認のためのヒアリング（7月、11月、1月、3月）

事業２．認証評価に対する対応
　　　　○３認証評価機関・日本学術会議共催シンポジウムへ参加（4月24日、5月29日）

事業３．教員業績評価の実施
　　　　○教員業績評価を全学的に実施
　　　　○「平成23年度琉球大学目標管理型自己点検に基づく教員業績評価実施要項」の策定

事業４．評価関係データベースの導入
　　　　○評価に係る報告書・エビデンス等の情報を共有すべくデータベース（DocuShare）を導入。

事業５．関連シンポジウム・セミナー等への派遣及び研究視察
　　　　○大学評価・学位授与機構の平成22年度大学評価フォーラム「学習成果を軸とした質保証シス
　　　　　テムの確立：学習成果の効果的なアセスメント・可視化・発信とは」へ参加（8月2日）
　　　　○九州大学で開催された「大学評価担当者集会2010」へ参加（8月27日）
　　　　○大学基準協会の平成22年度総会・シンポジウムへ参加（10月15日）
　　　　○九州大学 大学評価コンソーシアム主催の第1回大学評価・ＩＲ研究へ参加（1月21日）
　　　　○名古屋大学における評価企画業務の状況についての調査（2月17日）
　　　　○ＩＲシンポジウム（国公私立４大学IRネットワーク）へ参加（3月2日）
　　　　○神戸大学におけるＩＲに係る取り組み状況について調査（3月3日）
　　　　○高知大学、高知工科大学における教員業績評価の取組状況の調査（3月7日）
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琉球大学大学評価センター　平成 23 年度事業報告

事業１．年度評価及び法人評価に対する対応
　　　　○文部科学省の国立大学法人評価実務担当者連絡会へ参加（6月17日）
　　　　○平成22年度に係る業務の実績に関する報告書の提出（6月末日）
　　　　○大学評価・学位授与機構の国立大学法人等評価実務担当者説明会へ参加（8月4日）
　　　　○平成22事業年度に係る業務の実績に関する国立大学法人評価委員会のヒアリングの対応
　　　　 （8月10日）
　　　　○大学評価・学位授与機構の国立大学法人等評価実務担当者説明会へ参加（10月20日、26日）
　　　　○第１期中期目標期間の教育研究の状況の評価結果の確定に係る学内説明会を開催
　　　　 （11月26日）
　　　　○平成20年度評価結果（課題として指摘された事項）について、改善事項を学内専用Webペー
　　　　　ジに掲載（２月）
　　　　○文部科学省の国立大学法人評価等担当者連絡会へ参加（3月3日）
　　　　○平成23年度　年度計画進陟状況確認のためのヒアリング（7月、8月、12月）

事業２．認証評価に対する対応
　　　　○大学評価・学位授与機構の「大学機関別認証評価等に関する説明会」及び「平成24年度に実
　　　　　施する大学機関別認証評価等に関する自己評価担当者等に対する研修会」へ参加
　　　　　（6月15日、19日）

事業３．教員業績評価の実施
　　　　○教員業績評価を全学的に実施
　　　　○「目標管理型自己点検に基づく教員活動評価に係る基本方針」の策定
　　　　○「平成24年度目標管理型自己点検に基づく教員業績評価実施要項」の策定

事業４．関連シンポジウム・セミナー等への派遣及び研究視察
　　　　○高等教育情報センターのセミナー「ＩＲ機能の強化策−インフラと組織体制の実際」
　　　　　（6月22日）
　　　　○首都大学東京における教員業績評価の取組状況の調査（8月11日）
　　　　○大学評価コンソーシアム主催の第5回大学評価担当者研究集会（9月16日）及びプレ・イベン
　　　　　ト「勉強会：Is This IR?」（9月15日）へ参加
　　　　○立命館大学におけるＩＲに係る取り組み状況について調査（11月18日）
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琉球大学大学評価センター・ジャーナル                                      
『大学探究』刊行規程

2008. 2.22 大学評価センター改訂

（目的及び名称）
１　琉球大学大学評価センター（以下、「評価センター」という）は、大学評価のみならず大学活動に関する研究
　および実践的活動の成果を国内外の学界をはじめ評価に関心をもつ個人および機関に広く公表し、
　大学評価および大学経営活動の質の向上と普及に資することを目的として、「国立大学法人琉球大学大学評価セ
　ンター・ジャーナル『大学探究』」（英文："The Journal of University Studies, University of the Ryukyus"、以下、
　『大学探究』という）を刊行する。
（編集委員会）
２ 『大学探究』の編集は、編集委員会が行う。
３　編集委員会は、原則として、編集委員長を含み、８名以内をもって構成し、委員は評価センター長が学内外
　の専門家から選任する。編集委員の任期は２年とし、再任を妨げないものとする。
４　編集委員長は、評価センター長が務める。編集委員長は、編集委員会を代表し、編集委員会会務をつかさど
　る。編集委員長に事故ある時は、編集委員の互選により、編集委員の一人がその職務を代行する。
５　編集委員会は、最低年１回編集委員会を開き、編集方針、編集委員会企画、その他について協議するものと
　する。
６　編集委員会は、その活動等について、評価センター評価企画委員会へ随時報告を行う。
７　『大学探究』は、原則として、年１回刊行する。
８　『大学探究』の体裁は、Ａ４版とし、英文又は和文とする。
９　『大学探究』に掲載する原稿（以下「論文等」という）の分類は、以下の５カテゴリーからなるものとする。
　(1)　総説
　(2)　研究論文
　(3)　研究ノート
　(4)　実践・調査報告
　(5)　その他
10　『大学探究』への投稿有資格者は、大学評価および大学活動に関する研究を行う大学・研究所の教職員、そ
　の他編集委員会が投稿を依頼した者および大学評価および大学活動に関心のある者で編集委員長が認める者と
　する。編集委員による投稿はこれを認める。
11　投稿原稿を上記分類のどのカテゴリーとして扱うかは、投稿者の申請等をもとに編集委員会が、下記の「作
　業指針」に従って決定する。
　(1)　「総説」は、大学評価および大学活動に関する理論あるいは慣行について概観する論文とし、その掲載に
　　ついては編集委員会が企画・決定する。
　(2)　「研究論文」は、大学評価および大学活動に関する理論の構築あるいは慣行の理解について重要な学問的
　　貢献となると認められる論文とし、その採否については次項に定める査読プロセスを経て編集委員会が決定
　　する。
　(3)　「研究ノート」は、「研究論文」作成過程での理論的あるいは経験的な研究の中間的成果物に相当する論
　　考で、その採否については次項に定める査読プロセスを経て編集委員会が決定する。
　(4)　「実践・調査報告」は、大学評価および大学活動における実践あるいは調査の報告で、その採否について
　　は次項に定める査読プロセスを経て編集委員会が決定する。
　(5)　「その他」には、編集委員会が独自に企画する特集に掲載する依頼原稿や大学評価センターの活動報告等
　　が含まれる。
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12　論文等は２名の査読者により査読することとし、その人選は編集委員会が行う。「研究論文」については、
　査読結果と編集委員会が査読者とは別に指名する担当編集委員１名の参考意見をもとに、編集委員会が掲載に
　関する決定を行う。「総説」、「研究ノート」、「実践・調査報告」および「その他」の論文については、査
　読結果にもとづき編集委員会が掲載に関する決定を行う。
13　編集委員が『大学探究』に投稿した場合には、当該委員はその投稿に係わる編集委員会の議事に一切参加し
　ないものとする。
14　上記いずれのカテゴリーの投稿についても、常任編集委員会による掲載の判断は可･不可の二者択一で行うこ
　ととする。但し、場合によっては編集委員会の判断で、小規模の修正による掲載も認める。
　「研究論文」としての掲載が適当でないと判断された場合でも、投稿者が希望すれば、編集委員会は「研究ノ
　ート」あるいは「実践･調査報告」としての掲載を決定できる。
（投稿要領の作成公表）
15　編集委員会は、上記の編集方針にもとづき投稿要領を作成し、評価センター評価企画委員会の承認を得て、
　広く公表する。
（配布先）
16　『大学探究』は、編集委員会が定める大学・研究所等に無償で配布するほか、希望者に対しては有償で提供
　する。
（抜刷の配付）
17　『大学探究』掲載論文等の抜刷り30 部を、投稿者（原著者）に無料で配布する。それ以上の部数を希望する
　場合は投稿者（原著者）の自己負担とする。
（インターネット上の公開）
18 『大学探究』掲載論文等は、投稿者（原著者）の了承を得て全文をインターネット上で公開する。
（著作権）
19 『大学探究』に掲載された論文等の著作権は琉球大学に帰属するものとする。
（事務局）
20 『大学探究』編集及び配布の事務は、それに関連する会計も含め評価室が担当する。

40 琉球大学大学評価センター・ジャーナル『大学探究』　刊行規程



琉球大学大学評価センター・ジャーナル『大学探究』投稿規程
2008. 2.22 大学評価センター改訂

（目的及び名称）
１　『大学探究』（The Journal of University Studies, University of the Ryukyus）は、大学評価及び大学活動に関
　する論文、論考、調査報告等を掲載する。
２　『大学探究』は、内外における大学評価及び大学活動に関する研究の一層の発展に資することを主目的として発
　行されており、大学評価および大学活動に関する研究を行う大学・研究所の教職員、その他編集委員会が投稿を
　依頼した者および大学評価および大学活動に関心のある者で編集委員長が認める者による寄稿を掲載する。
３　投稿された原稿は、編集委員会の責任において審査を行ない、採否を決定する。審査にあたっては、１原稿毎に２名
　の査読者を選定し、査読結果を参考にする。（査読者には、投稿者名を伏せて査読を依頼する。
４　原稿料は支払わない。
５　『大学探究』に掲載された論文等は、その全文をインターネット上の本学会のホームページに掲載する。
６　投稿にあたっては、投稿原稿が、・研究論文、・総説、・研究ノート、・実践・調査報告、・その他のうち、ど
　のカテゴリーに入るかを明記する。ただし、カテゴリーについての最終判断は、編集委員会で行なう。なお、本規程
　におけるカテゴリーの定義は、琉球大学大学評価センター・ジャーナル『大学探究』刊行規程による。
7　投稿方法
　⑴　使用言語は日本語又は英語とする。
　⑵　「拙著」「拙稿」など投稿者名が判明するような表現は避けること。
　⑶　著者校正は原則として第一校までとする。
　⑷　英文原稿については、ネイティブスピーカーによる英文チェックを済ませ、完全な英文にして投稿すること。
　⑸　ハードコピー４部（Ａ４版）を提出する。その際、連絡先（住所、Tel、Fax、Email）と原稿の種類を明記
　　すること。掲載可と判断された原稿については、必要なリライトを経た後に、最終原稿のハードコピー２部と
　　MS-Word のWord 文書形式（推奨）及びTEXT 形式で作成したファイルを提出する。その際、オリジナル図
　　表を添付すること。図表はできるだけMS-Excel で作成すること。
　⑹　刷り上がりは最大14 ページとする。これを超える場合は、その経費は著者負担とする。
　⑺　日本語原稿の最大文字数は以下のとおり。研究論文20,000 字、総説15,000 字、研究ノート15,000字、実践・
　　調査報告10,000 字、その他適宜。それぞれ和文要旨を400 字程度、英文要旨を150words程度、及び和文・英文
　　でキーワード（５つ以内）を別に添付する。印刷は１ページ、20 字×43 行×2段（1,720 字）とする。20,000 字
　　の原稿の場合、単純計算では英文要旨１ページを加えて合計13ページとなるが、図表の量によっては、それ以
　　上のページ数となり得るので、注意すること。
　⑻　英文では、Ａ４版用紙に左右マージン30mm をとり、10 ポイントフォントを使用し、１ページ43 行のレイ
　　アウトとする（1 ページ約500words）。論文冒頭に150words 程度のAbstract をつける。
　　14 ページでは、7,000words 相当になるが、タイトルヘッド等を考慮して、最大語数を約6,000words（図表、注、
　　文献込み）とする。図表の量によっては、ページ数が予想以上に増える場合もあり得るので、注意すること。
　⑼　本文では、原則、数字はすべて半角のアラビア数字を用いること。年は原則として西暦で標記すること。
　⑽　機種依存文字は避けること。句読点（、）カンマ（,）ピリオド（.）を使用すること。引用文は（「」、『』）
　　を使用すること。
　⑾　投稿論文は返却しない。
　⑿　締め切り日は11 月30 日とする。
８　送付先
　　〒 903-0213 沖縄県西原町千原1 番地
　　国立大学法人琉球大学 大学評価センター
　　TEL 098-895-8109　　FAX 098-895-8013　　E-mail:hyohka@to.jim.u-ryukyu.ac.jp
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『大学探究』執筆要領

2007.11.14 大学評価センター決定

１　本文、図表、注記、参考文献等
　⑴　論文等の記載は次の順序とする。
　　・日本語原稿の場合
　　　第１ページ：表題、著者名、所属先、E-mail、和文要約(400 字程度)、和文キーワード(５つ以内）
　　　第２ページ以下：本文、謝辞あるい	 は付記、注記、参考文献
　　　最終ページ ：英文表題、英文著者名、英文所属先、E-mail、英文要約（150words 程度）、英文キーワード（５つ以内）
　　・英文原稿の場合
　　　第１ページ ：Title; the authors name; Affiliation; E-mail address; Abstract (150 words) ; Keywords(5 words)
　　　第２ページ以下：The main text; acknowledgement; notes; references
　⑵　本文の区分は以下のようにする。
　　・例（日本語及び英文）
　　　1.
　　　1.1.
　　　1.1.1.
　　　1.1.2.
　⑶　図表については、出所を明確にする。図表は原則として、筆者提出のものをそのまま写真製版するの
　　で、原図を明確に作成すること。写真は図として扱う。
　　・例：日本語原稿の場合
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　⑷　本文における文献引用は、「・・・である（阿部1995、p.36）。」あるいは「・・・である（阿部1995）。」
　　　のようにする。英文では、(Abe 1995, p.36) あるいは(Abe 1995)とする。
　⑸　本文における注記の付け方は、（…である1。）とする。英文の場合は、（….1）とする。
　⑹　注記、参考文献は論文末に一括掲載する。
　　　　注記                                                    
　　　　1 ………。
　　　　2 ………。
　⑺　参考文献は、本文中に引用した文献に限るとし、日本語文献は著者の五十音順、外国語文献は著者のアル
　　ファベット順に記し、年代順に記載する。日本語文献と外国語文献は区別して記載する。参考文献の書き方
　　については以下のようにする。
　　・日本語単行本：著者（発行年）『書名』、発行所
　　　（例）琉球太郎（2007）『大学評価』、日本出版社
　　・日本語雑誌論文：著者（発行年）「題名」、『雑誌名』、巻(号)：頁−頁
　　　（例）琉球太郎（2007）「授業評価手法の改善に向けて」、『○○研究』、1(2)：3−4
　　・日本語単行本中の論文：著者（発行年）「題名」、編者『書名』、発行所、頁−頁
　　　（例）琉球太郎（2007）「大学と地域連携」、琉球花子『高等教育』、日本出版社、16-28
　　・複数の著者による日本語文献：著者・著者（発行年）『書名』、発行所
　　　（例）琉球太郎・琉球花子（2007）『授業評価』、日本出版社
　　・英文単行本：著者 (発行年). 書名. 発行地：発行所.
　　　（例）Rossi, P. H. (1999). Evaluation: A Systematic Approach 6th edition. Beverly Hills, Calif: SagePublications.
　　・英語雑誌論文：著者 (発行年). 題名. 雑誌名, 巻(号), 頁−頁
　　　（例）Rossi, P. H. (1999). Measuring social judgments. American Journal of Evaluation, 15(2), 35-57.
　　・語単行本中の論文：著者 (発行年). 題名. In 編者 (Eds.), 書名. 発行地：発行所, 頁−頁.
　　　（例）DeMaio, T. J., and Rothgeb, J. M. (1996). Cognitive interviewing techniques: In the lab and in the field. 
　　　　　　In N. Schwarz & S. Sudman (Eds.), Answering questions: Methodology for determining cognitive
　　　　　   and communicative processes in survey research. San Francisco, Calif: Jossey-Bass, 177-196.
　　・2 名の著者による英語文献：姓, 名__________, and 姓, 名 (発行年). 書名. 発行地：発行所
　　　（例）Peters, T., and Waterman, R. (1982). In Search of Excellence: Lessons from America's Best Run
　　　　　   Companies. New York: Harper & Row.
　　・3 名以上の著者による英語文献：姓, 名, 姓, 名, and 姓, 名 (発行年). 書名. 発行地：発行所.
　　　（例）Morley, E., Bryant, S. P., and Hatry, H. P. (2000). Comparative Performance Measurement. 
　　　　　   Washington: Urban Institute.
　　・ホームページ
　　　サイト名（ホームページアドレス）アクセスした日付
　　　（例）琉球大学大学評価センター
　　　　　　（http://www.u-ryukyu.ac.jp/faculty/institute/gakunai/uec/index.htm）2007/12/31
　　　（注１）同一著者名、同一発行年が複数ある場合は、(1999a）、(1999b) のようにa,b,cを付加して区別する。
　　　（注２）２行にわたる場合は２行目以降を全角１文字（英数3 文字）おとしで記述する。
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『大学探究』査読要領

2008.3.14『大学探究』編集委員会決定

１　本査読要領の趣旨
　　本査読要領は、『大学探究』における査読手続きについて、投稿者及び査読者に対する事前説明として定める
　ものであり、審査手続きを効率的かつ効果的に行うことを目的とする。
２　査読の目的と投稿者の責任
　⑴　査読の結果は、投稿原稿が『大学探究』に掲載される論文等としての適否を当編集委員会が判断するための
　　参考情報として活用する。
　⑵　投稿原稿の改善に資することも査読の目的であり、査読により見いだされた疑問や不明な事項について、必要
　　な場合は修正意見をつけて、修正を求めることがある。但し、修正が求められた場合においても、論文等の内
　　容に関する責任は著者が負うべきものであり、査読者の責に帰するものではない。
　⑶　査読者は2名で、編集委員会委員もしくは当該分野の専門家に依頼する。
３　査読の視点
　(1)　査読における視点は、以下の5つの視点とする。
　　　a．テーマの重要性・有用度
　　　b．研究の独自性
　　　c．論理の構成
　　　d．実証法・方法論の妥当性
　　　e．理論・実践への貢献
　(2)　投稿原稿の種類によって、当該視点については、以下のとおり配慮する。
　　　a．研究論文の査読については、上記の5項目全てに配慮する。
　　　b．研究ノートの査読については、上記5項目のうち、特に(1)a，(1)b，(1)c，(1)dの諸項目に配慮する。
　　　c．実践・調査報告の査読については、上記5項目のうち、特に(1)a，(1)c，(1)eの諸項目に配慮する。
　　　d．総説の査読については、上記5項目のうち、特に(1)cと(1)eの諸項目に配慮する。
４　投稿に当たっての留意点
　　2．に掲げた査読の視点以外に、投稿者は、以下の点について留意する。
　　　a．論文等としての体裁
　　　b．執筆要領の準拠
　　　c．簡潔明瞭な記述
　　　d．実証的なデータの適切な位置づけ
　　　e．注や参考文献は本文との適切な対応
　　　f．適切な専門用語の使用
　　　g．語句や文法の正確な活用
　　　h．英文要約などの適切な英文表現
５　判定
　　掲載についての判定は、以下の４つの原則類型に分け、最終的に当常任編集委員会において決定する。但し、(3)
　及び(4)のように、投稿論文の種類以外としての掲載を考慮することもできる。この場合、字数の関係で、大幅に
　修正を要することがある。
　(1)　掲載可とする。
　(2)　小規模の修正による掲載可とする。
　(3)　大幅な修正による掲載可とする。
　　　但し、(総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告)として掲載を考慮できる。
　(4) 　掲載不可とする。
　　　但し、(総説／研究論文／研究ノート／実践・調査報告)として掲載を考慮できる。
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